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（単位　千円）

（Ａ） （Ｂ） ％

10,820,451 1,031,183,416 1,042,003,867 1,014,937,768 102.7

１　令和７年度11月補正予算総括

一 般 会 計

会 計 別
補 正 前 の 額

令　　和　　７　　年　　度 令 和 ６ 年 度

11月現計予算額 (A)/(B)

補 正 予 算 額 計
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２ 　 一　般　会　計

　　（１）　　歳　 入 （単位 千円）

令　　　 和　　　 ７　　　 年　　　 度 令和６年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

11月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

1 県 税 － 254,718,070 254,718,070 240,213,201 106.0

2
地 方 消 費 税
清 算 金

－ 111,830,315 111,830,315 103,101,749 108.5

3 地 方 譲 与 税 － 45,312,000 45,312,000 41,289,000 109.7

4
地 方 特 例
交 付 金

－ 1,252,000 1,252,000 7,496,000 16.7

5 地 方 交 付 税 232,854 220,059,427 220,292,281 209,812,000 105.0

6
交通安全 対策
特 別 交 付 金

－ 511,000 511,000 556,000 91.9

7
分 担 金 及 び
負 担 金

－ 3,455,285 3,455,285 1,991,309 173.5

8
使 用 料 及 び
手 数 料

－ 14,448,224 14,448,224 14,504,744 99.6

9 国 庫 支 出 金 10,587,597 125,986,896 136,574,493 121,173,092 112.7

10 財 産 収 入 － 1,586,011 1,586,011 1,415,999 112.0

11 寄 付 金 － 1,205,602 1,205,602 1,186,743 101.6

12 繰 入 金 － 28,462,815 28,462,815 28,428,728 100.1

13 繰 越 金 － 2,471,940 2,471,940 2,074,464 119.2

14 諸 収 入 － 141,233,831 141,233,831 165,621,739 85.3

15 県 債 － 78,650,000 78,650,000 76,073,000 103.4

計 10,820,451 1,031,183,416 1,042,003,867 1,014,937,768 102.7

(A)/(B)
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　　（２）　　歳　出（目的別） （単位 千円）

令　　　 和　　　 ７　　　 年　　　 度 令和６年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

11月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

1 議 会 費 － 1,462,396 1,462,396 1,461,133 100.1

2 総 務 費 9,211 57,551,013 57,560,224 44,011,872 130.8

3 民 生 費 6,673,630 139,167,788 145,841,418 136,922,754 106.5

4 衛 生 費 1,106,838 25,108,379 26,215,217 24,696,390 106.1

5 労 働 費 － 3,586,737 3,586,737 3,026,991 118.5

6 環 境 費 1,695,799 3,653,031 5,348,830 5,208,226 102.7

7 農林水産 業費 － 44,692,752 44,692,752 42,230,587 105.8

8 商 工 費 1,334,973 141,929,025 143,263,998 163,583,406 87.6

9 土 木 費 － 119,948,031 119,948,031 121,294,023 98.9

10 警 察 費 － 47,996,079 47,996,079 46,929,279 102.3

11 教 育 費 － 210,982,046 210,982,046 200,082,324 105.4

12 災 害 復 旧 費 ― 7,339,357 7,339,357 8,077,908 90.9

13 公 債 費 ― 117,556,409 117,556,409 117,682,271 99.9

14 諸 支 出 金 － 110,110,373 110,110,373 99,630,604 110.5

15 予 備 費 － 100,000 100,000 100,000 100.0

計 10,820,451 1,031,183,416 1,042,003,867 1,014,937,768 102.7

(A)/(B)
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　　（３）　歳　出（性質別） （単位 千円）

令　　　 和　　　 ７　　　 年　　　 度 令和６年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

11月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

92,280 247,398,075 247,490,355 248,000,049 99.8

34,000 17,493,403 17,527,403 17,177,157 102.0

－ 117,106,297 117,106,297 117,157,739 100.0

－ 172,867,548 172,867,548 164,913,854 104.8

一般公共事業費 － 96,239,147 96,239,147 98,385,851 97.8

災害公共事業費 － 6,767,742 6,767,742 7,664,088 88.3

一般単独事業費 － 56,380,302 56,380,302 45,440,522 124.1

災害単独事業費 － 571,615 571,615 413,820 138.1

直轄事業負担金 － 12,908,742 12,908,742 13,009,573 99.2

10,694,171 476,318,093 487,012,264 467,688,969 104.1

計 10,820,451 1,031,183,416 1,042,003,867 1,014,937,768 102.7

(A)/(B)

そ の 他 行 政 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費
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◎　物価高で生活にお困りの方への支援

子育て世帯生活支援特別給付 51,713
金（ひとり親世帯分）給付事
業費
[040701]

こども若者局こども・家庭課
 TEL　026-235-7095
 FAX　026-235-7390
 kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

生活困窮者への生活必需品支 38,037
援事業補助金
[050402]

地域福祉課
 TEL　026-235-7114
 FAX　026-235-7172
 chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

【新】
住民税非課税世帯エアコン設 376,207
置促進事業補助金
[050402]

地域福祉課
 TEL　026-235-7114
 FAX　026-235-7172
 chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

◎　食料品の価格高騰対策

子育て世帯食料品等緊急支援 140,480
事業補助金
[040602]

こども若者局次世代サポート課

 TEL　026-235-7210
 FAX　026-235-7087
 jisedai@pref.nagano.lg.jp

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

長引く物価高騰で家計が苦しくなっている子育
て世帯を中心に幅広く支援するため、フードバン
ク団体が緊急的に行う食料品等の購入及び配布に
必要な経費を補助し、支援を拡充します。

・補助対象者　　県内に食料配送の拠点を有し、
　　　　　　　　広域的に活動するフードバンク
　　　　　　　　団体
・補助対象経費  食料品及び日用品の購入費等
・補助率　　　　10/10以内

  *補助団体数：３団体（2026年）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

物価高に直面する生活困窮者を支えるため、長
野県社会福祉協議会への補助により生活必需品を
支援できる体制を整備し、まいさぽ相談者に対し
生活必需品やＬＥＤ照明を配付します。

　*生活必需品等提供数：4,000件（2026年）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

近年の猛暑による熱中症リスク増加を踏まえ、
市町村が実施する住民税非課税世帯へのエアコン
設置支援事業に対し補助します。

・対象世帯　住民税非課税世帯
・補助上限額　73,000円（県・市町村合計）
・負担割合　生活保護世帯（町村）：県10/10
　　　　　　生活保護世帯（市）：県1/2、市1/2
　　　　　　生活保護世帯以外：
　　　　　　　　 県1/3、市町村1/3、申請者1/3

３　主 要 事 業 一 覧

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

低所得のひとり親世帯を支援するため、児童１
人当たり１万円の特別給付金を支給します。

・給付対象者
　①児童扶養手当受給者
　②公的年金等の受給により児童扶養手当未受給
　　のひとり親で、収入が①の水準を下回る者
・給付額　児童１人当たり１万円
※県が福祉事務所を設置する町村分を支給

　*支援児童数：3,400人（2,176世帯）（2026年）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

食料支援セーフティネット構 51,811
築支援事業費
[050402]

地域福祉課
 TEL　026-235-7094
 FAX　026-235-7172
 chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

信州こどもカフェ運営緊急支 27,678
援事業費
[040602]

こども若者局次世代サポート課

 TEL　026-235-7210
 FAX　026-235-7087
 jisedai@pref.nagano.lg.jp

◎　エネルギー価格高騰対策

ＬＰガス価格高騰対策事業費 1,209,773
[070406]

産業技術課
 TEL　026-235-7196
 FAX　026-235-7197
 sangi@pref.nagano.lg.jp

特別高圧受電事業者電気料金 149,411
負担軽減事業補助金
[020902][050201][070204]

経営・創業支援課
 TEL　026-235-7195
 FAX　026-235-7496
 keieishien@pref.nagano.lg.jp

交通政策局交通政策課
 TEL  026-235-7015
 FAX  026-235-7396
 kotsu@pref.nagano.lg.jp
医療政策課
 TEL　026-235-7145
 FAX　026-223-7106
 iryo@pref.nagano.lg.jp

長引く物価高騰の影響を受ける信州こどもカ
フェの運営を緊急的に支援するため、運営費を助
成します。

・事業主体　長野県社会福祉協議会
・助成対象者　信州こどもカフェの運営団体等
・補助率　定額

 *支援団体数：232団体（2026年）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

長引く食料品価格の高騰で生活にお困りの方々
を支援するため、長野県フードサポートセンター
（ふーさぽ）の食料品購入費を追加し、ふーさぽ
を通じ安定した食料提供支援を実施します。

　*食料提供数：3,600件（2026年）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

物価高に直面する県内消費者の負担を軽減する
ため、ＬＰガス販売事業者を通じて料金支援を実
施します。

・対象者　県内のＬＰガス一般利用者及び飲食店
　　　　　等の業務用利用者
・支援上限額　１消費者合計2,000円（税抜き）
　　　　　　　の値引き
・支援条件　令和８年１月～３月の期間中2,000円
　　　　　　（基本料金含む・税抜き）以上の使
　　　　　　用実績があること

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

物価高による経費負担を軽減するため、特別高
圧契約の事業者等に対し電気の使用実績等に応じ
た支援金を支給します。

・対象者
　①県内に特別高圧電力を受電する施設を有する
    中小企業者、地域鉄道事業者、医療機関
　②特別高圧受電契約をする大型商業施設のテナ
    ント事業者
・対象期間　令和８年１月～３月
・支援額　①2.3円/kWh（令和８年１月～２月分）
　　　　　　0.8円/kWh (令和８年３月分）
　　　　　②テナント１事業者につき１万円
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

省エネ家電等切換え緊急支援 1,622,584
事業費
[060201]

ゼロカーボン推進課
 TEL　026-235-7341
 FAX　026-235-7491
 zerocarbon@pref.nagano.lg.jp

信州の屋根ソーラー普及事業 52,000
費
[060202]

ゼロカーボン推進課
 TEL　026-235-7341
 FAX　026-235-7491
 zerocarbon@pref.nagano.lg.jp

省エネ・再エネ導入メリット 21,215
発信事業費
[060201][060202]

ゼロカーボン推進課
 TEL　026-235-7341
 FAX　026-235-7491
 zerocarbon@pref.nagano.lg.jp

家庭におけるエネルギーコストの削減等を促進
するため、省エネルギー化や再生可能エネルギー
導入による経済的メリット等を発信します。

家庭のエネルギーコスト及び温室効果ガスの削
減に向け、より多くの住宅において太陽光発電に
よる電気を最大限活用する暮らしを推進するた
め、太陽光発電設備と合わせた蓄電池、Ⅴ２Ｈの
設置を補助します。

・補助対象者　信州の屋根ソーラー認定事業者と
　　　　　　　の契約により、居住する県内の既
　　　　　　　存住宅に太陽光発電設備等を設置
　　　　　　　する県民
・対象設備及び補助額
　①太陽光発電設備＋蓄電池　　　　：20万円
　②蓄電池のみ　　　　　　　　　　：15万円
　③太陽光発電設備＋蓄電池＋Ｖ２Ｈ：40万円
　④太陽光発電設備＋Ｖ２Ｈ　　　　：25万円
　⑤蓄電池＋Ｖ２Ｈ                ：35万円
　⑥Ｖ２Ｈのみ　　　　　　　　　　：20万円

　*住宅における太陽光発電設備設置件数：22万件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2030年度）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業）

家庭のエネルギーコスト及び温室効果ガスの削
減を図るため、省エネ性能の高い家電製品等の購
入者に対し、購入品目に応じたポイント付与等を
実施します。

・対象製品　省エネ性能の高いエアコン、電気冷
　　　　　　蔵庫、温水機器、テレビ、ＬＥＤ照
　　　　　　明器具
・実施方法　既存の民間キャッシュレス決済サー
　　　　　　ビスで使用可能なポイント等を交付
　　　　　　（地域協力店からの購入に対しては
　　　　　　　ポイントを上乗せ）
・対象商品購入期間　令和８年３月～
　　　　　　　　　　　　令和９年１月（予定）
　
　*光熱費削減額:約7.2億円/年（2026年度）
　*CO2削減量:約7,000t-CO2（2026年度）
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予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

◎　医療・介護分野等の賃上げ・物価上昇対応支援

【新】
医療・介護・障害福祉分野賃 5,662,249
上げ・物価上昇対応支援事業
費
[050201][050302][050501]

[050901][051001][051201]

医療政策課
 TEL　026-235-7145
 FAX　026-223-7106
 iryo@pref.nagano.lg.jp
医師・看護人材確保対策課
 TEL　026-235-7144
 FAX　026-235-7377
 ishikango@pref.nagano.lg.jp
健康増進課
 TEL　026-235-7112
 FAX　026-235-7170
 kenko-zoshin@pref.nagano.lg.jp

介護支援課
 TEL　026-235-7121
 FAX　026-235-7394
 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

障がい者支援課
 TEL　026-235-7149
 FAX　026-234-2369
 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

薬事管理課
 TEL　026-235-7157
 FAX　026-235-7398
 yakuji@pref.nagano.lg.jp

【新】
介護施設等サービス継続支援 1,417,293
事業費
[050901]

介護支援課
 TEL　026-235-7113
 FAX　026-235-7394
 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

物価上昇の影響がある中においても必要な介護
サービスを円滑に継続できるよう、介護事業所・
施設に対し設備・備品の購入費用や食料品購入費
等を補助します。

①設備・備品の購入費用補助
　・補助対象者　介護事業所・施設
　・補助率　10/10
　・補助上限額　事業規模・定員等に応じ定額
　・補助対象経費　介護サービスの円滑な継続
　　　　　　　　　や、大規模災害等への備えの
　　　　　　　　　ために必要な設備・備品購入
　　　　　　　　　費等
②食料品購入費等の補助
　・補助対象者　介護老人福祉施設（地域密着型
                含む）、介護老人保健施設、介
                護医療院、短期入所生活介護、
                養護老人ホーム、軽費老人ホー
                ム
　・補助率　10/10
　・補助上限額　定員１人当たり1.8万円
　・補助対象経費　食材料費

県民の命と暮らしを守り、安心して医療・介護
等を受けられる体制を確保するため、医療機関や
薬局、介護事業所・施設及び障害福祉サービス事
業所等における従事者の賃上げや物価上昇の影響
に対し支援します。

・対象施設　医療機関（有床診療所、医科無床診
　　　　　　療所・歯科診療所、保険薬局、訪問
　　　　　　看護ステーション）、介護事業所・
　　　　　　施設及び障害福祉サービス事業所等
・支援額　病床数・職員数等に応じ定額
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